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いわて県民計画（2019～2028）の構成

長期
ビジョン

長期的な岩手県の将来を展望し、県民みんなで目指す将来像
と、その実現に向けて取り組む政策の基本方向を明らかにする
もの

アクション
プラン

長期ビジョンの実効性を担保するため、重点的・優先的に取り
組むべき政策や具体的な推進方策を盛り込むもの

年度 R1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

長期
ビジョン

アクション
プラン

第１期 第２期 第３期

長期ビジョン（10年間）

復興推進プラン

政策推進プラン

地域振興プラン

行政経営プラン

復興推進プラン

政策推進プラン

地域振興プラン

行政経営プラン

政策推進プラン

行政経営プラン

地域振興プラン

今後検討
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「地域振興プラン」の位置づけ

長期
ビジョン

第７章「地域振興の展開方向」において、地域振興の基本的
な考え方を示したうえで、４広域振興圏ごとに「展開方向」とし
て次の内容を掲げる。

・ 各広域振興圏の目指す姿
・ 地域の特性を踏まえた基本的な考え方
・ 目指す姿の実現に向けて展開する取組の方向性

地域振興
プラン

各広域振興圏における目指す姿の実現に向けた取組を推進
するため、重点的・優先的に取り組む施策や、その具体的な推
進方策を明らかにし、長期ビジョンの実効性を確保するもの。

県央・県南・沿岸・県北の４広域振興圏ごとに策定。



目指す姿

東日本大震災津波からの復興を着実に進め、その教訓を発信
し、新たな交通ネットワークや様々なつながりを生かした新し
い三陸の創造により、国内外に開かれた交流拠点として岩手の
魅力を高め、広げていく地域

振
興
施
策
の
基
本
方
向

Ⅰ 復興まちづくりが着実に進み、東日本大震災津波の教訓が
伝承されている、災害に強い地域

Ⅱ 地域包括ケアシステムなどによる安心して暮らせる活力の
ある地域

Ⅲ 豊富な地域資源や復興により整備された産業基盤、新たな
交通ネットワークを生かし、地域経済をけん引する産業が持続
的に成長する地域
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沿岸広域振興圏 地域振興の展開方向（長期ビジョン）



地域振興プラン（沿岸広域振興圏）の構成

基本方向 Ⅰ

復興まちづくりが着実に進み、東日本大震災津波の教訓が伝承されている、
災害に強い地域

１ 復興まちづくりを進め、東日本大震災津波の教訓を伝えます

２ 自然災害に強いまちづくりを進めます

基本方向 Ⅱ

地域包括ケアシステムなどによる安心して暮らせる活力のある地域

３ 被災者一人ひとりに寄り添い、心身ともに健やかで安心な暮らしができ
る環境をつくります

4 安心で快適な生活環境と活力ある地域社会をつくります

５ 良好な自然環境の保全・活用と持続可能な生活環境の整備を進めます

６ 安心して子どもを生み育てることができ、高齢者や障がい者がいきいき
と、健やかに暮らせる社会をつくります

７ 安心で健やかに暮らせる地域医療の確保と健康づくりを進めます

８ スポーツ・文化を楽しみ、一人ひとりが豊かな生活を送ることができる
活力あふれる地域をつくります
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重点施策項目



地域振興プラン（沿岸広域振興圏）の構成

基本方向 Ⅲ

豊富な地域資源や復興により整備された産業基盤、新たな交通ネットワー
クを生かし、地域経済をけん引する産業が持続的に成長する地域

９ 生産性と付加価値の高いものづくり産業等を育てます

10 働く場の創出と地域に就業・定着できる環境をつくります

11 漁業生産量の回復や水産物の高付加価値化により水産業を盛んにし
ます

12 地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業を盛んにします

13 豊かな森林資源を生かした林業・木材産業を盛んにします

14 多様な資源と新たな交通ネットワークを生かした観光産業を盛んにし
ます

15 整備が進む社会基盤を産業振興に生かします
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重点施策項目
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「４つの重点事項」（第２期政策推進プラン）

人口減少対策に立ち向かうため、政策推進プランにおいて、
「人口減少対策」に最優先で取り組むこととし、

今後４年間に取組を強化すべき項目を「重点事項」として明示

男女がともに活躍できる環境づくりを
進めながら、結婚・子育てなどライフ
ステージに応じた支援や移住・定住
施策を強化します

自然減・社会減対策

ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーショ
ン）を推進し、カーボンニュートラルと
持続可能な新しい成長を目指します

ＧＸ

ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーショ
ン）を推進し、デジタル社会における
県民の暮らしの向上と産業振興を図
ります

ＤＸ

災害や新興感染症など様々なリスク
に対応できる安全・安心な地域づくり
を推進します

安全・安心

各広域振興圏においても、様々な主体との連携・協働のもと、
重点的な施策展開を図る。
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第２期地域振興プラン（沿岸広域振興圏）
「重点事項」に関連する主な取組

自然減・社会減対策

・ 地域づくり人材の育成支援
・ 結婚・子育て支援の推進
・ 各産業の担い手確保対策

など

ＧＸ

・ 自然環境の保全
・ 再生可能エネルギーの導入促
進などによる地球温暖化対策の
推進

など

ＤＸ

・ 導入による事業者の経営力強
化
・ スマート農業技術の導入
・ スマート林業の導入

など

安全・安心

・ 災害に強い道路ネットワークの
構築
・ 洪水・土砂災害対策や津波災
害対策の推進
・ 防災・減災対策の推進

など
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素案からの主な変更内容①

素案

各種婚活イベントの実施や“い
きいき岩手”結婚サポートセン
ター （ⅰ-サポ）を周知することで、
結婚を望む男女に出会いの機会
を提供し、結婚支援を推進します。

■ 沿岸広域振興圏地域連携懇談会での意見を踏まえ、結婚支援の取組に「職
域を通じた情報提供の取組」を追加

最終案

各種婚活イベントの実施や“い
きいき岩手”結婚サポートセン
ター （ⅰ-サポ）を周知するほか、
企業等と連携し、職域を通じて情
報を提供するなど、結婚を望む男
女に出会いの機会を提供し、結婚
支援を推進します。

６ 安心して子どもを生み育てることができ、高齢者や障がい者がいきいきと、健や
かに暮らせる社会をつくります

重点施策項目

具体的推進方策

① 結婚支援や、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない子育て支援の推進
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素案からの主な変更内容②

素案

沿岸圏域の沿海地区漁業協
同組合の正組合員数は、令和２
年度には5,653人と10年前と
比べて31％減少しており、高齢
化の進行に伴い今後も減少が
続くと見込まれるほか、近年の
国際的な社会情勢の変化等に
対応するため、次代を担う意欲
ある漁業担い手の確保・育成に
取り組む必要があります。

■ パブリック・コメントの意見を踏まえ、水産業の課題に「新規漁業就業者の確
保」及び「燃油や資材の高騰」を追記

最終案

沿岸圏域の沿海地区漁業協
同組合の正組合員数は、令和２
年度には5,653人と10年前と
比べて31％減少しており、高齢
化の進行に伴い今後も減少が続
くと見込まれることから、新規漁
業就業者の確保などが必要で
あるほか、国際情勢の変化に伴
う燃油や資材の価格高騰により
漁業経営に影響が生じているこ
とから、経営体質の強化など地
域の中核となる漁業経営体の育
成に取り組む必要があります。

11 漁業生産量の回復や水産物の高付加価値化により水産業を盛んにします

重点施策項目

現状と課題
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【振興施策の基本方向】

Ⅰ 復興まちづくりが着実に進み、東日本大震災津波の教訓が
伝承されている、災害に強い地域

第１期プランの主な成果

・ 津波防災施設、復興支援道路、復興関連道路、まちづくり連携道路等の整備
・ 復興の姿の情報発信
・ 橋梁の耐震化
・ 水位周知河川及び洪水浸水想定区域の指定
・ 砂防・急傾斜地崩壊対策

主な課題

・ 閉伊川水門工事の完成時期の延伸
・ 東日本大震災津波の記憶の風化への懸念
・ 集中豪雨や台風に伴う自然災害の激甚化・頻発化への対応
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１ 復興まちづくりを進め、東日本大震災津波の教訓を伝えます

第２期プランでの主な取組

① 復興まちづくりの基盤整備
・ 津波防災施設の復旧・整備の推進

② 東日本大震災津波の教訓の伝承と情報発信
・ 各地の震災ガイドの交流促進や育成支援
・ 東日本大震災津波伝承館を拠点とした県内外の伝承施設のネット
ワーク化の推進
・ 全国規模のイベントやデジタル化技術、SNSなど様々な機会・手段
を組み合わせた、様々な経験や教訓などの効果的な情報発信
・ 交通ネットワーク等を活用した周遊機会の創出による教訓伝承
・ 高田松原津波復興祈念公園の利活用の促進

DX 安全・安心

重点施策項目

具体的推進方策

充実・強化
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２ 自然災害に強いまちづくりを進めます

第２期プランでの主な取組

① 災害に強い道路ネットワークの構築
・ 法面崩壊対策、橋梁耐震化、通行危険箇所やあい路の解消の推進

② 洪水・土砂災害対策や津波災害対策の推進
・ 「流域治水」による防災・減災対策の推進
・ 洪水・土砂災害に係る情報提供の充実強化
・ 砂防堰堤や急傾斜地崩壊対策施設の整備

③ 「自助・共助・公助」を組み合わせた防災・減災対策の推進
・ 防災知識の普及、防災意識の向上の推進
・ 県と市町村の連携による実効的な防災体制の整備の推進

DX 安全・安心

重点施策項目

具体的推進方策
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【振興施策の基本方向】

Ⅱ 地域包括ケアシステムなどによる安心して暮らせる活力の
ある地域

第１期プランの主な成果

・ 災害公営住宅の自治会の組織化
・ ＨＡＣＣＰ導入
・ 動物の適切な管理方法の普及
・ 環境保全活動の活性化
・ 産業廃棄物の適正処理
・ 保健・医療・介護・福祉が一体となった地域包括ケアシステムの推進
・ こころのケア対策などによる自殺対策の推進
・ ラグビーワールドカップ2019TM釜石開催などを契機としたスポーツ参画へ
の機運醸成
・ 三陸地域のスポーツ資源を活用した地域活性化
・ 民俗芸能団体等の国内外の地域・文化芸術活動団体などとの活動交流
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【振興施策の基本方向】

Ⅱ 地域包括ケアシステムなどによる安心して暮らせる活力の
ある地域

主な課題

・ 複雑化・多様化する課題を抱える被災者に対する中長期的な支援の継続
・ 被災者の生活再建先におけるコミュニティの形成や活動の定着
・ 急速に進む人口減少・少子高齢化への取組強化
・ ＧＸの推進
・ 住民が安心して家庭を持ち、子育てしやすい環境の整備
・ 高齢者が生きがいを感じながらより健康でいきいきと暮らすことができる社
会の構築
・ 障がい者の就労・生活支援体制の充実
・ 医療・介護人材の確保・育成
・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生活様式の変化によるストレス
などによる自殺リスクの増加懸念
・ ラグビーワールドカップ2019TM釜石開催のレガシーなどの強みを生かした
スポーツ振興や地域づくり
・ 世界遺産「橋野鉄鉱山」の魅力向上や来訪促進
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３ 被災者一人ひとりに寄り添い、心身ともに健やかで安心な暮らし
ができる環境をつくります

第２期プランでの主な取組

① 被災地の健康づくりとこころのケア
・ 被災地の生活習慣改善や健康づくりの推進
・ 傾聴ボランティアの育成・活動支援
・ こころの不調を抱えた方やひきこもりの方への必要な支援活動の推進

② コミュニティの形成や活性化に向けた取組の促進
・ 市町村や社会福祉協議会等と連携した相談対応等の支援
・ ＮＰＯや民間団体などが行う地域コミュニティの形成や活動定着のた
めの取組支援
・ 地域公共交通確保の取組支援

重点施策項目

具体的推進方策

充実・強化
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4 安心で快適な生活環境と活力ある地域社会をつくります

第２期プランでの主な取組

① 食の安全・安心の確保
・ 食品表示についての県民理解の促進
・ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理についての取組支援

② 生活の利便性向上につながる社会資本の整備と計画的な維持管理
・ 生活に密着した道路環境の整備の推進
・ 住民協働の維持管理の推進

③ 動物愛護思想の普及と動物のいのちを大切にする取組の推進
・ 動物愛護思想や動物の適切な管理方法に関する普及・啓発

④ 若者・女性などの活躍推進と地域づくり人材の育成支援
・ 若者・女性が行う様々な分野における参画・協働や産業・地域振興の
取組支援
・ 地域おこし協力隊の活躍支援を通じた将来的な地元定着の促進
・ 多文化共生に向けた取組支援

安全・安心

重点施策項目

具体的推進方策
自然減・社会減対策

充実・強化
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５ 良好な自然環境の保全・活用と持続可能な生活環境の整備を進
めます

第２期プランでの主な取組

① 自然環境の保全と活用の推進
・ 三陸ジオパークなどの周知・活用及び保全活動に向けた取組の推進
・ 公共用水域の水質監視、工場・事業場などに対する排水の監視・指導

② 廃棄物減量化対策などによる循環型地域社会の構築
・ ３Ｒの普及・啓発
・ 廃棄物の適正処理の監視・指導の強化

③ 再生可能エネルギーの導入促進などによる地球温暖化対策の推進
・ 温室効果ガス排出削減の普及啓発と機運醸成
・ 再生可能エネルギー活用促進、海洋エネルギー実用化の取組支援

重点施策項目

具体的推進方策

GX

充実・強化
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６ 安心して子どもを生み育てることができ、高齢者や障がい者がい
きいきと、健やかに暮らせる社会をつくります

第２期プランでの主な取組

① 結婚支援や、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない子育て支
援の推進
・ 結婚を望む男女への出会いの機会の提供による結婚支援
・ ヤングケアラー問題の周知啓発

② 高齢者の生きがいづくりや社会参加活動の推進
・ 健康づくりや介護予防の取組、自立支援などの推進

③ 障がい者の自立支援や社会参加の促進
・ 就労・生活支援体制の充実支援、地域での受入体制整備支援
・ 「ユニバーサルデザイン」の普及啓発・利活用

④ 医療と介護をつなぐ情報ネットワークを活用した、保健・医療・介
護・福祉が一体となった地域包括ケアシステムの推進
・ 地域包括ケアシステムの効果的な運用の支援

DX

重点施策項目

具体的推進方策 自然減・社会減対策
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７ 安心で健やかに暮らせる地域医療の確保と健康づくりを進めます

第２期プランでの主な取組

① 医療・介護人材の確保・育成や保健・医療・介護・福祉の連携強化
・ 地域医療情報ネットワーク運営の支援
・ 医療機関・介護事業所の連携支援、研修会による人材育成

② 食生活の改善や運動習慣の定着などによる生活習慣病の予防と
高齢者の健康づくりの推進
・ 企業の健康経営の取組促進
・ 高齢者の健康・体力づくり事業の支援
・ 健康づくりを実践しやすい環境整備の推進

③ こころのケア対策などによる自殺対策の推進
・ 事業所のメンタルヘルス対策の取組支援
・ 自殺対策の普及啓発などの取組推進

安全・安心

重点施策項目

具体的推進方策

自然減・社会減対策 DX
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８ スポーツ・文化を楽しみ、一人ひとりが豊かな生活を送ることがで
きる活力あふれる地域をつくります

第２期プランでの主な取組

① ラグビーワールドカップ2019ＴＭ釜石開催や東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会などを契機に、住民が生涯にわたりスポー
ツに親しむ取組の推進
・ 誰もが気軽にスポーツに参画できるスポーツ環境などの向上

② 教育や健康、交流などスポーツの持つ多面的機能を生かした地域
活性化の取組の推進
・ スポーツとの多様な関わり方の拡大

③ 民俗芸能や若者の創意あふれる文化芸術活動など、地域の多様な
文化や芸術活動を生かした地域活性化の取組の推進
・ 地域の多様な文化資源や民俗芸能の保存・伝承・活動の支援、交流
促進
・ 県内の他の世界遺産との連携による「橋野鉄鉱山」の情報発信推進

重点施策項目

具体的推進方策

自然減・社会減対策



22

【振興施策の基本方向】

Ⅲ 豊富な地域資源や復興により整備された産業基盤、新たな
交通ネットワークを生かし、地域経済をけん引する産業が持
続的に成長する地域

第１期プランの主な成果

・ カイゼン導入支援などによる中小企業の生産性の向上・経営力強化
・ 週休二日工事の増加
・ 漁船や養殖施設、漁港などの生産基盤の復旧・整備
・ サーモン養殖の試験・事業化
・ 主力園芸品目の作付面積の拡大
・ 特色ある農産物の販売拡大
・ 大規模林野火災などでの被害からの復旧
・ 特用林産物の生産量の増加
・ 隣県や県内陸部での観光情報発信
・ 三陸防災復興プロジェクト2019やラグビーワールドカップ2019TM釜石開
催での誘客促進
・ 物流を支援する道路や観光地へのアクセス道路の整備
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【振興施策の基本方向】

Ⅲ 豊富な地域資源や復興により整備された産業基盤、新たな
交通ネットワークを生かし、地域経済をけん引する産業が持
続的に成長する地域

主な課題

・ コロナ禍や物価高騰による厳しい経営環境への対応
・ 中小企業経営者等の経営課題解決に向けた意識醸成
・ 高卒者の圏域内企業への就職
・ 大卒者雇用やＵ・Ｉターン就職の促進
・ 製造業の人手不足
・ サケ等主要魚種の不漁や養殖生産量の減少
・ 水産加工原料の不足
・ 農林漁業の担い手不足
・ 鳥獣被害防止対策の強化
・ 産直施設の誘客力の強化
・ ウッドショックなどの国際情勢の変化への対応
・ 新たな交通ネットワークの活用とウィズコロナに対応した観光地域づくり
・ 連携プロモーション等による広域観光の取組
・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によるコンテナ貨物取扱いや
クルーズ船寄港の減少
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９ 生産性と付加価値の高いものづくり産業等を育てます

第２期プランでの主な取組

① 中小企業の生産性と付加価値の向上による競争力の高いものづくり
産業等の育成
・ 研修会等の実施による地域産業の競争力強化
・ 付加価値を高める事業者の取組支援
・ 水産加工業への中長期的な経営戦略策定や商品開発等の取組支援

② 最新技術の活用や経営革新などによる水産加工業をはじめとするも
のづくり産業等の企業経営力の強化
・ 企業の生産性向上や経営力強化の促進
・ 商品開発や技術開発、販路開拓の取組支援

重点施策項目

具体的推進方策

自然減・社会減対策 DX
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９ 生産性と付加価値の高いものづくり産業等を育てます

第２期プランでの主な取組

③ 三陸地域の産業を担う人材の育成
・ ものづくり産業等における次世代の現場リーダーの育成
・ 地域や企業をけん引し、支える中核人材の育成
・ 建設業への新規就業促進のための労働環境の整備支援

④ 東日本大震災津波発災後の企業間のつながりや新たな交通ネット
ワークを生かした販路拡大と事業展開の促進
・ 地域資源を活用した新商品開発等を行う企業の販路拡大の取組支援
・ 商談会への出展、企業間の交流や連携の促進による販路創出

重点施策項目

具体的推進方策（続き）

自然減・社会減対策 DX
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10 働く場の創出と地域に就業・定着できる環境をつくります

第２期プランでの主な取組

① 学生へのキャリア教育等による若者の定着促進
・ キャリア教育による仕事や産業、地元企業への理解促進
・ 事業者の採用活動支援
・ 企業訪問などによる就業後のフォローアップへの取組

② Ｕ・Ｉターン、起業支援などによる移住・定住の促進
・ 県外進学者への圏域内への就職働きかけの強化
・ 沿岸圏域企業におけるインターンシップの取組支援
・ 起業希望者に対する伴走支援や就業支援

③ 潜在的な労働力の掘り起こしや多様な形態の就業の促進
・ 生活スタイルに応じた新しい働き方の取組支援
・ 仕事と子育ての両立支援や職場環境の改善に取り組む企業の拡大

重点施策項目

具体的推進方策

自然減・社会減対策 DX
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11 漁業生産量の回復や水産物の高付加価値化により水産業を
盛んにします

第２期プランでの主な取組

① 漁業の生産量回復・生産性向上
・ 養殖漁場の効率的な利用とＩＣＴ導入などによる生産性の向上
・ 新規養殖種等の導入の促進
・ 水産資源の持続的な利用に向けた適切な資源管理

② 漁業担い手の確保・育成
・ 地域漁業をけん引する中核的漁業経営体の育成
・ 漁業就業希望者の受入れと定着促進

③ 水産物の付加価値向上・販路拡大
・ 水産加工業者の新商品開発やＥＣ及び新たな交通ネットワークを活
用した販路開拓等の促進

④ 漁港等の整備推進
・ 安全で効率的に漁業生産活動ができる漁港施設の整備推進

DX 安全・安心

重点施策項目

具体的推進方策
GX自然減・社会減対策
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12 地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業を盛んにします

第２期プランでの主な取組

① 地域農業を担う経営体の育成
・ 効率的かつ安定的な経営を目指す経営体の経営改善支援
・ 就農志向者の掘り起こしや就農計画策定などの支援

② 地域特性を生かした農畜産物の産地力向上
・ 農産物の品質確保、安定生産、販売拡大などに向けた取組支援
・ 肉用牛の経営力強化支援、乳用牛の生産性向上支援
・ 野生鳥獣被害防止に向けた対策の推進、ジビエ活用取組支援

③ 地域の農林水産物を生かした６次産業化や集落活動への支援
・ 産直施設の誘客力向上に向けた取組支援
・ 農地・水路などの保全を図るための地域共同活動の支援

重点施策項目

具体的推進方策

自然減・社会減対策 DXGX 安全・安心
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13 豊かな森林資源を生かした林業・木材産業を盛んにします

第２期プランでの主な取組

① 意欲と能力のある林業経営体の育成と計画的な森林整備
・ 地域における人材育成の多様な取組支援
・ スマート林業導入等による施業の効率化
・ 林業経営体などが行う情報発信や森林・林業体験教育活動の支援

② 地域材の安定供給と利活用の促進
・ 安定供給を図るための施業集約化と林道等の路網整備推進
・ 県内外の市場へのＰＲや森林認証の取得・活用に向けた取組支援
・ 木質バイオマスの活用促進

③ 特用林産物の産地力向上
・ 原木しいたけの担い手の育成、消費者向けＰＲ活動などの取組支援
・ 畑わさび、タケノコなど地域の特徴ある特用林産物の生産振興

重点施策項目

具体的推進方策

自然減・社会減対策 DXGX 安全・安心
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14 多様な資源と新たな交通ネットワークを生かした観光産業を盛
んにします

第２期プランでの主な取組

① 地域資源と新たな交通ネットワークを生かした観光地域づくりの推進
・ 観光コンテンツの充実に向けた取組の推進
・ 地域の活動を支えながら、観光分野で活躍する人材の育成

② 震災学習を核とした教育旅行の誘致、滞在型旅行商品の造成等に
向けた観光情報発信力の強化や受入態勢の充実
・ 教育旅行の誘致、旅行商品造成等に向けた取組支援
・ 国内外からの観光客受入態勢の強化のための取組促進

③ 内陸地域や東北・北海道・首都圏等と三陸地域を結び、外国人観光
客も視野に入れた広域観光の推進
・ 北海道や首都圏等からの誘客とリピーターの拡大
・ 圏域を越えた連携による外国人観光客の周遊促進

DX

重点施策項目

具体的推進方策
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15 整備が進む社会基盤を産業振興に生かします

第２期プランでの主な取組

① 新たな交通ネットワークによる産業競争力の強化
・ 物流の基盤となる道路整備の推進と活用促進
・ 観光地へのアクセス性を向上する道路整備の推進と活用促進

② 物流の高度化に向けた港湾機能の充実とポートセールスの推進
・ 港湾施設の機能の充実
・ 荷主企業、船社及び旅行会社などへのポートセールスの推進

重点施策項目

具体的推進方策


